
１８歳以下の自殺は、長期休業明けの時期に増加する傾向があることを踏まえ、例えば、以下に掲げる取組を、学
校が保護者、地域住民、関係機関等と連携の上、実施することを周知している。

（１）学校における早期発見に向けた取組

各学校において，長期休業の開始前からアンケート調査，教育相談等を実施し，悩みを抱える児童生徒の早期
発見に努めること。学校が把握した悩みを抱える児童生徒や、いじめを受けた又は不登校となっている児童生徒等
については，長期休業期間中においても，全校（学年）登校日，部活動等の機会を捉え，又は保護者への連絡，家
庭訪問等により，継続的に様子を確認すること。

※SOSの出し方に関する教育を実施するなどにより、「２４時間子供SOSダイヤル」をはじめとする相談窓口の周知を
長期休業の開始前において積極的に行うこと。

（２）保護者に対する家庭における見守りの促進

保護者に対して，長期休業期間中の家庭における児童生徒の見守りを行うよう促すこと。保護者が把握した児童
生徒の悩みや変化については，積極的に学校に相談するよう，学校の相談窓口を周知しておくこと。

※｢２４時間子供SOSダイヤル｣について児童生徒・保護者ともに利用できることを周知。

（３）学校内外における集中的な見守り活動

長期休業明けの前後において，学校として，保護者，地域住民の参画や，関係機関等と連携の上，学校内外にお
ける児童生徒への見守り活動を強化すること。

（４）ネットパトロールの強化

都道府県教育委員会等が実施するネットパトロールについて，長期休業明けの前後において，平常時よりも実施
頻度を上げるなどしてネットパトロールを集中的に実施すること。
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